
























電磁誘導を利用した電位差検出式表面割れ深さ評価法 
― 理論的考察とプローブ開発 ― 

 

                 日大生産工  ○星川 洋， 小山 潔 
 

 
１ はじめに  
構造材料に表面割れが存在すると応力集中

のために破壊につながる恐れがあるから，安

全性を確保するために，表面割れが検出され

た場合には，その深さを評価する非破壊検査

法が必要となる1)。近年は直接通電による電

位差法に代わって表面割れ深さの電磁誘導に

よる電位差を利用した評価法の研究が行われ

ている2-3)。本研究は電磁誘導を利用した電位

差法理論を解明し，割れ深さ評価精度の高い

プローブの開発を目指している。本報告では，

電位差発生の現象を理論的に解明する共に
4-5)，従来のものよりも評価精度の高い電磁誘

導式４探針電位差プローブを提案する。 
 
２ 導体内の電界・渦電流・電位 
導体内で原子から電子が離れると正と負の

電荷が発生し，電子が不足した領域には正電

荷が，過剰の領域には負電荷が現れる。正と

負の対となった分離による発生/中和による

消滅の外に，正および負の電荷が単独で発生/

消滅することはない(電荷不滅の法則)。 

クーロンの法則に則り正と負の電荷が中和

する力が働くから，導体内に発生した電荷は

瞬時に消滅する(電子の緩和時間～10-18 s)。

したがって，電流が存在しない静電界では導

体内に電荷，電界，電位差は存在し得ない。

しかしながら，絶えず電荷を運ぶ導電電流が

存在する場合には，導体内に電荷，電界，電

位差が存在し得ない訳ではない。 

電界は電荷に力を及ぼすものと定義され

る。電荷相互間にはクーロン力が働くから，

電荷はその周囲に電界を発生する。二点間の

電位差は電界の力に抗して正の単位電荷を運

ぶに要する仕事として定義される。集積した 

   
電荷は電位差を発生し，電位勾配は電界とな

る。一方，電界には磁束の時間的変化で電磁

誘導により発生する誘導電界も存在する。す

なわち，電荷による電位勾配と磁束の時間的

変化による誘導電界との２種類の電界が存在

する。 

 導体内における流体のような電荷の玉突き

式移動で導電電流が流れる。一方，電荷の動

きを伴わずに，電界の時間的変化により真空

中や絶縁体内を流れる変位電流がある。電流

には電荷の移動による導電電流と電荷の移動

を伴わない変位電流との2種類があるが，変位

電流は導電電流に比べて桁違いに小さく，一

般に無視できる(導体を銅，周波数100kHzとす

ると，変位電流/導電電流≈ 9.6×10-14)。 

電荷保存の法則に従って導電電流が変化す

る領域には電荷が集積する。導電電流が一様

であれば，運ばれた電荷の流れが滞ることは

なく，導体内に電荷及び電位差が発生するこ

とはない。導電電流が変化する領域では，電

荷の一部は滞留して集積分布する。集積した

電荷はクーロン力で互いに反発して電位勾配

を発生する。電荷分布は電流と電荷相互間の

反発力とに応じて自在に変化し，電位勾配は

自在に変化して電流の連続性を保つように新

たに電流を流す。 

 
３ 電位差発生の電磁気理論 
交流磁束密度 B [Wb/m2]で電磁誘導により
誘導電界 E [V/m]が発生する。 

tBE ∂∂−=×∇          (1)

Bは磁気ベクトルポテンシャル [Wb/m]を

用いて次のように表せる。 
A
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AB ×∇=             (2) 

式(1)と式(2)から次式が得られる。 

)( tAE ∂∂−×∇=×∇       (3) 

電位をφ [V]とすると，ベクトル公式 
  0φ∇×∇ ≡            (4) 

により，式(3)から Eは次式となる8)。 
φ∇−∂∂−= tAE         (5) 

式(5)の第一項は磁束の時間的変化による誘

導電界であり，第二項は集積した電荷による

電位勾配である。 Eによって導電率σ [S/m]
の試験体内部に発生する渦電流密度 [A/mJ 2]

は式(6)で与えられる。 

)( φσσ ∇−∂∂−=⋅= tAEJ    (6) 

式(6)から，渦電流の大きさと方向は誘導電界

)( tA ∂∂− と電位勾配 φ∇ のベクトル合成で

ある。 

励磁コイルにおける電流密度 とによっ

て発生する は式(7)で与えられる。 

0J
A

∫=
V

dV
r
J

A 0

4π
µ

        (7) 

ここで，V は励磁コイルの体積， rは励磁コ
イルの巻線からの距離，μは透磁率を表す。

式(7)から， は励磁コイルの近傍では巻線

とほぼ同じ方向のベクトルである。よって，

誘導電界

A

)(− tA ∂∂ は励磁コイルの巻線とほ

ぼ同じ方向に渦電流を発生する。 

 渦電流は導電電流であり電荷を運ぶ。電荷

不滅の法則により電流が変化する部分では電

荷密度 [C/mq 3]が変化し，次式が成り立つ。

J q t∇ ⋅ = −∂ ∂         (8) 
渦電流が一様であれば電荷は滞留することは

ない。一方，渦電流が変化する領域では，運

ばれた電荷の一部は滞留する。電荷の分布は

渦電流の状況に対応して雲のように自在に変

化し，クーロン力は分布に依存して自在に変

化する。このように，自在に変化し得る電荷

の分布の変化に対応して電位勾配 φ∇ はあら

ゆる方向成分を有することが可能なベクトル

である。この結果，電位勾配が試験体におけ

る割れのような不連続部において渦電流が連

続性を満足するために，不連続部を迂回して

渦電流を流す役割を果たしている。 

渦流探傷で適用される数MHz以下の周波数

においては，ωを角周波数[rad/s]，導体の
導電率をσ ，誘電率をε [F/m]とすると，変位
電流/導電電流＝ωε/σで，一般に導電電流

に対して変位電流は無視できる。一方，抵抗

率 ρ [Ωm]の試験体に渦電流 が流れると，

オームの法則に則り電位降下の勾配

J
J⋅ρ が

発生する。ここで， ρとσ には式(9)の関係 

  が成り立つ。 
σρ 1=             (9)

式(6)と式(9)から，電位降下の勾配は次式で

与えられる。 

φσρρ ∇−∂∂−=⋅=⋅ tAEJ   (10)

式(10)から，渦電流は電位降下の勾配が誘導

電界と電位勾配の差に等しくなるように誘導

される。なお，電位勾配が存在しない場合

( 0=∇φ )には J⋅ρ は )( tA ∂∂− と等しい。 

 以上の現象を逆に考えると，電位勾配は誘

導電界と渦電流による電位降下の勾配 J⋅ρ
の差により発生し，式(10)から式(11)が導か

れる。 

JtA ⋅−∂∂−=∇ ρφ       (11)

式(11)は，試験体内の不連続部などにおいて

渦電流 が小さくなると，J )( tA ∂∂− に比べて

J⋅ρ が小さくなり，電位勾配が発生する。試

験体内部に発生する電位差 φ∆ は，電位勾配

の任意の経路に関する積分値として，式(12)

で与えられる。 

{ }d A t Jφ φ ρ∆ = ∇ ⋅ = −∂ ∂ − ⋅∫ ∫l ld  (12)

式(12)によって任意の２点間に電位差が生ず

ると，周囲のあらゆる点に電位勾配 φ∇ を発

生し，式(5)に基づいてあらゆる点に渦電流を

発生させる。電位勾配は三次元空間の全ての

方向成分を有するので，電位勾配による渦電

流はあらゆる方向に発生する。以上のように，

割れのような不連続部においても渦電流の連

続性を満足させる役割を担っているのが電位

勾配である。 

 以上のようにして発生する交流電位は，変

圧器における二次巻線の端子電圧や交流電流

が流れているコンデンサの端子電圧として実

測できるものである。 

 なお，静電界の場合には導体内に電荷，電界，

電位が存在しない事実があるため，交流の場

合に於いても導体内に電位は発生することは

ないと誤解し，電磁気学に関する市販の書籍

の中には「交流では電位は定義できない」や

「動的電磁界では電位に物理的イメージを付

与できない」と誤って記述されているものが

ある6-7)ことは残念なことである。 

 

４ 有限要素解析結果 
交流を流したコイルを導体板に近接させた

場合について，有限要素法により導体内にお

ける渦電流と電位を求めた。変位電流が無視

できる低周波数としてMaxwellの方程式に基

づく支配方程式 

 

 



 

 
1

0( ) (A J A t )µ σ φ−∇× ⋅∇× = + −∂ ∂ −∇   (13)

( A t ) 0σ φ∇ ⋅ ∂ ∂ +∇ =                (14)

にクーロンゲージ（∇・Ａ＝0）を適用し，Ａ

－φ法による節点要素を用いた有限要素法に

より解析した9-10)。以下には次のような条件下

において求めた導体表面における渦電流と電

位の解析結果を示す。導体は厚さ1.5mmの黄銅

板( S/m， H/m)とし，ス

リット状のキズは長さ15mm、幅0.5mm、深さ

1.2mmとした。周波数は導体厚さと標準浸透深

さの比が1.5となる9kHzとした。以下に示す渦

電流と電位はコイルの電流に対して90度進相

成分である。なお，この解析で得られた渦電

流と電位の結果を実験により直接確認するこ

とはできないが，解析プログラムにより求め

たコイルの起電力については種々の条件下に

おいて実験値と良く一致すること確認してい

る。 

71.3 10σ = × 74 10µ π −= ×

図１は矩形平面励磁コイルに比べて十分に

広い導体の上に配置された矩形平面コイルに

よって平板上導体の表面に誘導される渦電流

を示している。励磁コイルからの交流磁束に

よって誘導電界が発生し，渦電流は励磁コイ

ルの巻線に沿って誘導される。しかし，導体

の中央に位置するスリット状キズの存在のた

めに渦電流の流れが妨げられるため，キズの

近傍における渦電流はキズの長さ方向にも流

れていることが分かる。なお，渦電流は連続

でなけれがならないから，図１からは分から

ないが，大部分の渦電流はキズの下に潜って

励磁コイルに沿って流れる。 

図２は導体の表面に発生する電位を示して

いる。誘導電界によって渦電流が妨げられる

ことなく流れる位置において導体内に電荷が

集積することはないから，電位が発生するこ

とはない。したがって，渦電流 は誘導電界

だけで，渦電流 は式(15)によって発生する。

J
J

)( tAJ ∂∂−= σ         (15) 

この場合には，誘導電界と渦電流による電位

勾配とが等しく， 

0=⋅−∂∂−=∇ JtA ρφ     (16)

となり，電位勾配 φ∇ は発生しないのである。

一方，渦電流の流れが妨げられるキズの近傍

に於いて正と負の電位が発生することが分か

る。J が小さくなれば，誘導電界 )( tA ∂∂− に

比べて電位降下の勾配 J⋅ρ が小さくなり，式

(11)から電位勾配 φ∇ が発生する。すなわち，

渦電流は電荷を運ぶから，渦電流の流れが妨

げられるキズの部分において，電荷が過剰と

なった状態である正電荷と，不足した状態で

ある負電荷とが集積する。同じ極性の電 
 

  荷はクーロン力で互いに反発するから，集

積した電荷は電位としてエネルギーを蓄積す

ることになる。 

 集積した電荷の分布に対応して電位φ は位
置により変わり，電位勾配 φ∇ として電界を

発生する。誘導電界は基本的に励磁コイルの

巻線の方向のベクトルであるのに対して，電

位勾配は電荷の分布に対応してあらゆる方向

の成分を持つことができるベクトルである。

このように，キズを避けた渦電流を発生する

のは，電位勾配である。 

 以上のように，キズによって渦電流の流れ

が妨げられるのは，磁気エネルギーが電気エ

ネルギーに変換されることによって，キズの

近傍に電気エネルギーである電位が発生すれ

るからである。キズに向って流れる渦電流が，

キズに近づくに従って小さくなるのは，キズ

に近づくに従って電位勾配が大きくなり，誘

導電界を打ち消すためである。導体とキズと

の境界面でキズに流れる電流が零となるの

は，誘導電界が電位勾配によって完全に打ち

消されてしまうからである。 

 

５ ４探針電位差プローブ 
従来の電磁誘導式電位差プローブは縦置励

磁コイルによってキズにより遮られるように

渦電流を誘導し，２探針を用いてキズを跨ぐ

方向の電位差を検出してキズ深さの評価を行

うものである。この方式のプローブでは渦電

流を誘導する励磁コイルからの磁束による誘

導を避けることができず，リフトオフ変化に

よってプローブの指示値が変わるため信頼性

の高いキズ深さ評価は困難であった。 

 筆者らは励磁コイルからの直接的電磁誘導
の影響を受けないプローブを開発することを

目的として，キズの長さに沿った方向の電位

差を検出するプローブを発想した。さらに，

キズに対してプローブを配置するに際して，

僅かな位置の差異がプローブの指示値に大き

な影響を与えることから，プローブ位置ずれ

の影響が小さくなるプローブの構成を考え

た。すなわち，図２から明らかなように，キ

ズの近傍における電位はキズから離れるに従

って急激に減少する。したがって，キズに沿

った電位差を検出した場合には，キズに対す

る探針の位置が僅かでも変化すると電位差プ

ローブの指示値は変化することになる。プロ

ーブ探針のキズに対する位置ずれによる影響

を小さくすることを目的として，図３に示す

ように，矩形平面励磁コイルによって渦電流

を誘導し，キズ長さ方向に沿って発生した電

位差を２本の探針をペアで用いる４探針電位

差プローブを考案した。 



 

６ おわりに 
構造物のヘルスモニタリングの一方法とし

て，構造体を構成する金属の表面割れの深さ

評価の精度を向上することを目的として，電

磁誘導式４探針電位差プローブの開発に取り

組んでいる。このプローブは励磁コイルから

の直接的電磁誘導の影響を受けることなく，

また割れに対する探針の位置ずれによる影響

が小さいので，従来の電位差プローブに比べ

て精度の高い表面割れ深さ評価ができる。 
 今後は本方式の電位差プローブを製作して

実験を進め，種々の条件下に於いて表面割れ

の深さとプローブの指示値との対応性を確認

するとともに，金属の材質に適したプローブ

のサイズや試験周波数に関して調査を行い，

構造物の安全性の確保に寄与できるように努

めたい。 
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図１ 矩形平面励磁コイルによる平板導体表

面における渦電流の分布 
   （表面キズが存在する場合） 
 
 

 

 
図２ 矩形平面励磁コイルによる平板導体表

面における電位の分布 

   （表面キズが存在する場合） 

 

 

 

図３ 電磁誘導式４探針電位差プローブ 
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道路橋RC床版の設計法および面外せん断耐荷力評価式に関する一考察

生産工 木田哲量 阿部 忠 澤野利章 水口和彦

１．はじめに

鋼道路橋 床版の設計法は，これに期待される性RC
能を規定し，破壊に対する安全性を確保する性能照

査型設計法へと改訂されている ．性能照査型設計
1) 2)，

法は，公共施設の品質の確保，技術基準類の国際化

への対応，客観性の確保などに有効とされ，その設

計手法の具体化が進められている ．
3)

そこで本研究では，鋼道路橋の 床版の性能照査RC
型設計法を合理的にするために，①道示Ⅱの規定に

基づく許容応力度設計法および伸縮継手の段差によ

って発生する動的影響を考慮した活荷重曲げモーメ

ントによる設計法，② 部材の使用限界状態およびRC
終局限界状態設計法による 床版の曲げ耐力，③面RC
外せん断力に対する押抜きせん断耐荷力を土木学会

式，道示Ⅲ，筆者らの提案式を適用した設計法，に

ついて考察し，道路橋 床版の耐荷力性能におけるRC
設計法の確立への一助とする．

２．動的影響を適用した単純版の曲げモーメント

道示Ⅱでは，衝撃係数を含めた活荷重曲げモーメ

ント式が規定されいる．本研究では，伸縮継ぎ手の

段差によって発生する荷重変動の影響を考慮した動

的影響係数 を適用した活荷重曲げモーメント式とαI
する．走行振動荷重による動的影響を示す動的影響

係数 を考慮した活荷重 は，式( )として与えら4) P 1(1+αI)

れる．

P P(1+α ) (1)(1+αI) I＝

K K α iただし， v i I≦ ； ＝
0.675K K α 0.050Ki v I v＜ ； ＝

K 0.20L+20.8i ＝－

＝ （ ＋ ）i 20/ 50 L
ここに， ： 床版の動的影響係数を含む設計P RC(1+αI)

荷重 ， ：設計活荷重 ＝ ， ：動的影響係(kN) P ( 100kN) αI
， （ ， ，数 ：荷重変動率 例えば 段差 の場合 ％K 2cm 30v

段差 の場合 ％ ， ：基準荷重振幅， ：床版3cm 40 K L） i

設計支間，：道示Ⅰに規定する衝撃係数i
したがって，道示Ⅱの規定する活荷重曲げモーメ

ント式に動的影響係数 および割増係数 を適用しα KI α

た場合の曲げモーメント式は，主鉄筋方向が式 ，(2.1)
配力筋方向は式 となる．(2.2)

M (0.088L 0.048)P K (2.1)L(1+i)Kα L(1+αI) α＝ ＋ ･

M (0.075L 0.024)P (2.2)L(1+i) L(1+αI)＝ ＋

ここに， ：設計支間， ：動的影響を含む設計L PL(1+αI)
荷重， ：割り増し係数Kα

３．RC床版の設計条件

3.1 設計条件

床版の区分；単純版

床版の支間； （単純版）2.0m
計画交通量； 台未満 日 方向500 /1 1
荷 重； 荷重（＝ ）T 100kN
荷重変動率； ＝ ％， ％， ％（荷重振K 20 30 40v

幅と伸縮継手の段差の関係は今後の

課題とする）
2

コンクリート設計基準強度： ＝σ 30N/mmck

yd yd y使用鉄筋； ＝ ＝SD295A D16 f f' 295N/mm f， （ ，
2

1)＝ ＝ ）f' 440N/mmy
2

3.2 道示Ⅱの規定による許容応力度設計法

(1) 道示Ⅱの規定に基づいた設計

床版の死荷重曲げモーメント は単純版としRC Md

て設計することから，式 として与える．(3)
M w L /8 (3)d d＝ 2

ここに， ：単位幅あたりの死荷重， ：設計支間w Ld

道示Ⅱは，許容応力度設計法であることからコン

クリートの許容圧縮応力度 は ＝ とし，鉄σ σ σ /3ca ca ck

sa ck筋の許容引張応力度 は である．なおσ 140N/mm σ2

図－1 RC床版寸法および鉄筋間隔（道示Ⅱ）
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表－1 道示Ⅱ，および動的影響係数 を考慮したRC床版の設計値Kv

表－2 使用限界状態および終局限界状態における曲げ耐力

はコンクリートの設計基準強度である．道示Ⅱに基

づいて設計した 床版の設計値を に示す．まRC 表－1

た，道示Ⅱの規定に基づいて設計した 床版の寸法RC
および鉄筋配置を に示す．図－1

床版の最小厚さは， 日 方向当たり 台未RC 1 1 500
満の場合の である．主鉄筋は （ ）21cm D16 SD295A
を 間隔，配力筋は を 間隔とした．12cm D16 12.5cm
(2) 動的影響係数を考慮した荷重による設計法

伸縮継手の段差を考慮した場合，すなわち床版の

動的影響係数 を含む設計荷重を適用した主鉄筋方Kv

向の単位幅あたりの活荷重曲げモーメントは式 ，(2.1)
配力筋方向を式 より算出する．この場合の荷重変(2.2)
動率 は， ％， ％， ％とする．K 20 30 40v

この，動的影響係数を考慮した場合の 床版の設RC
計値を に併記した．動的影響係数 ＝ ％の表－1 K 20v

場合は道示Ⅱの結果と同様である． ＝ ％の主鉄K 30v

， ．筋の間隔は ％の場合は 間隔となった11cm 40 10cm
15)3.3 使用限界および終局限界状態設計法の適用

構造物の設計法は限界状態設計法へと移行されRC
ている．そこで， 床版の使用限界状態および終局RC
限界状態における曲げ耐力についても検討する必要

がある．したがって，道示Ⅱおよび動的影響係数を

適用した場合の曲げモーメントより算出した鉄筋量

および配置をもとに幅 当たりの複鉄筋長方形断面1m
として設計活荷重曲げモーメントと使用限界および

終局限界における曲げ耐力を比較する．
7)(1) 使用限界状態の設計曲げ耐力

1) 中立軸の位置：x

使用限界状態における中立軸の位置は式 として(4)
与えられている．

x n(A A' )/b＝- ＋s s

{n(A A' )/b} 2n/b(dA d'A' ) (4)＋ ＋ ＋ ＋√ s s s s
2

ここで， ：中立軸の位置， ， ：引張および圧x A A's s

縮鉄筋量， ：部材幅 ， ：鉄筋とコンクリーb (100cm) n
トのヤング係数比（＝ ， ：有効高さ， ：圧縮鉄筋7.1 d d'）

のかぶり

R2) 使用限界状態における抵抗曲げモーメント：M

使用限界状態におけるコンクリートの抵抗曲げモ

ーメント と鉄筋の抵抗曲げモーメント は，そM Mrc rs

れぞれ式 ， として与えられている．使用限界状(5) (6)
態における抵抗曲げモーメント は，コンクリートMr

の抵抗曲げモーメント と鉄筋の抵抗曲げモーメンMrc

ト を比較して小さい方とする．Mrs

M σ bx/2(d x/3)rc ca＝ { －

nA' x d' (d d') (5)＋ {( － )/x} －s

M σ bx (d x/3)rs sa＝ [ －2

2nA' (x d')(d d')/{2n(d x)}] (6)＋ － － －s

ここで， ：中立軸の位置， ：部材幅 ， ：x b (100cm) n
（ ），鉄筋とコンクリートのヤング係数比 ＝ ＝Ec/Es 7.1

， ：引張および圧縮鉄筋量， ：コンクリートA A' σs s ca

の圧縮許容応力度 ＝ ：鉄筋の許容応力度 ＝( σ /3) σck sa， （

）140N/mm2

この 床版の場合は，鉄筋の抵抗曲げモーメントRC
，が小さいことから を抵抗曲げモーメント としM Mrs r

に示す． より，使用限界状態設計法にお表－2 表－2

ける曲げ耐力は理論曲げ耐力に比して，道示Ⅱおよ

び動的影響 ＝ ％は使用限界状態が 倍となK 20 1.03v

K 30 40 1.04 107り， ＝ ％， ％の場合は，それぞれ ，v

倍となり安全側となった．

(2) 終局限界状態の設計曲げ耐力

1) 等価応力ブロックの大きさ：a

等価応力ブロックの大きさは，圧縮鉄筋が降伏し

RCた場合と降伏しない場合について算出されるが，

床版の場合は破壊時においても圧縮鉄筋は降伏する

ことはない．この場合にも圧縮鉄筋が降伏しない場

合の等価応力ブロックを算出する．よって，圧縮鉄

a (7)筋が降伏しない場合の等価応力ブロック は，式

として与えられている．

a/d m/2[p-p'(ε' E /f )＝ ･cu s yd

+ {p-p'(ε' E /f )} +p' 4β/m d'/d ε' E' /f ] (7)√ cu s yd cu s yd･ ･ ･ ･ ･2 '
ただし，

m f /0.85f' p A /b d p' A' /b d＝ ， ＝ ， ＝yd cd s s

ここで， ：コンクリートの設計圧d：有効高，f'cd
縮強度（＝ ， ， ， ：引張鉄筋のヤσ /γ (N/mm ) E E'ck c s s

2
）

支間 床版厚 配力筋 主鉄筋 配力筋 主鉄筋 配力筋

L（ｃm） ｔ（cm） MD ML(1+i)・ｋα ΣM ML(1+i) Aｓ As' σS σS

200 21 3.495 31.000 34.495 24.000 1655 1588 140N/mm
2
≦140N/mm

2
115N/mm

2
≦140N/mm

2

Kv＝20％未満 200 21 3.495 31.015 34.510 24.092 1655 1588 140N/mm
2
≦140N/mm

2
115N/mm

2
≦140N/mm

2

Kv＝20％～30％未満 200 21 3.495 33.533 37.028 26.048 1805 1588 138N/mm
2
≦140N/mm

2
124N/mm

2
≦140N/mm

2

Kv＝30％～40％未満 200 21 3.495 36.042 39.537 27.997 1986 1588 135N/mm
2
≦140N/mm

2
133N/mm

2
≦140N/mm

2

曲げモーメント（kN・m/m） 鉄筋量（mm
2
） 鉄筋応力度≦許容応力度

主鉄筋

動的影響
係数を適用

条件

道示Ⅱ

コンクリート
支間 床版厚 圧縮強度 引張筋 圧縮筋

L（ｃm） ｔ（cm） N/mm2 ΣM Aｓ As' MU MU/ΣM MU MU/ΣM

200 21 34.495 1655 828 35.60 1.03 54.86 1.59
Kv＝20％未満 200 21 34.510 1655 828 35.60 1.03 54.86 1.59

Kv＝20％～30％未満 200 21 37.028 1805 903 38.66 1.04 59.71 1.61

Kv＝30％～40％未満 200 21 39.537 1986 993 42.32 1.07 65.55 1.66

使用限界状態
（kN・m/m）

終局限界状態
（kN・m/m）

道示Ⅱ

30動的影響係
数を適用

条件 曲げモーメント
（kN・m/m）

鉄筋量（mm
2
）



ング係数， ：圧縮鉄筋のヤング係数， ：終局ひE' ε's cu

（ ）， （ ）ずみ ＝ ：コンクリートの部材係数 ＝0.0035 γ 1.3c

ud2) 終局界状態における設計曲げ耐力：M
複鉄筋長方形断面の強度は引張鉄筋量 を持つ単As1

A' f' (d d') A f (d鉄筋長方形断面の強度と， － ＝s yd s2 yd･ ･ ･ ･

－ の偶力による強度との和と近似する．よって，d')
設計曲げ耐荷力は式(8)として与えられる．

M {(A f A' f' )(d a/2) A' f' (d d')}/γ (8)ud s yd s yd s yd b＝ ･ - ･ - ＋ ･ -

yd yd s sここで， ， ：鉄筋の降伏強度 ， ，f f' (N/mm ) A A'2

：鉄筋量， ：有効高さ， ：圧縮縁から圧縮鉄筋のd d'
図心までの距離， ：部材幅 ， ：鋼材の材料b (100cm) γs
係数（＝ ， ：部材係数（＝ ）1.0 γ 1.3） b

終局状態設計法における曲げ耐力は理論活荷重曲

K 20げモーメントに対して道示Ⅱおよび的影響 ＝v

％が 倍， ＝ ％， ％の場合は，それぞれ1.59 K 30 40v

， 倍となり，かなり安全側となった．1.61 1.66
1),5),6)3.4 押抜きせん断耐荷力

面外せん断力に対する照査は，押抜きせん断耐荷

． ，力をもって評価する 押抜きせん断耐荷力の評価は

土木学会式，道示Ⅲ，筆者らが提案する押抜きせん

断耐荷力式より算出する．
5)(1) 土木学会式による押抜きせん断耐力

コンクリート標準示方書による 床版の押抜きせRC
ん断耐力は式 ， として与えられている．(9) (10)

V V (9)pu us＝

V β β β f' u d/ (10)us d r p pc p＝ ･ ･ ･ ･ ･ γb
ただし，

β 1/dd ＝ 4 √

β 100p p A /b dp w s＝ ： ＝ ･3 √ w

β 1+1/(1+0.25u/d)r ＝

pc cdf' 0.20 f'＝ √

ここで， ：寸法効果の係数， ：載荷板周長の影β βd r

響を表す係数， ：鉄筋比の影響を表す係数， ：コβ f 'p pc

ンクリートの強度の影響を表す係数， ：載荷板からup
離れた断面周長， ：載荷面の周長d/2 u
これによって，算出したせん断耐荷力を に示表－3

す． 床版の支間全体の鉄筋量を考慮すると，押抜RC
きせん断耐荷力は設計荷重の約 倍となり，面外せ5
ん断力の照査は必要がないと考えられる．そこで，

有効幅を主鉄筋方向および配力筋方向それぞれ あ1m
たりとして算出した．設計荷重 ･ と土木学会P KL(1+αI) α

式による押抜きせん断耐荷力 を比較すると，道示Vpu

v vⅡ規定に動的影響を考慮した ＝ ％が 倍K 20 3.92 K，
＝ ％， ％の場合は，それぞれ 倍， 倍30 40 3.82 3.78
となり，安全側となった．

1)(2) 道示Ⅲ

道示Ⅲでは，活荷重に対する床版の押抜きせん断

応力度の照査が規定されている．そこで，道示Ⅲに

規定する押抜きせん断応力度を用いた，押抜きせん

断耐荷力 は式 として与えられる．P (11)u

P d d (11)u p＝ ･ ･τcp
ここで， ：押抜きせん断耐荷力， ：押抜きせんP τu cp

断許容応力度（＝ ， ：断面の分布形状を1.0N/mm d2
） p

部材の有効高の の距離だけ離れた面へ の角度1/2 45°
(mm)で投影した形状の外周の長さ

これらから算出した道示Ⅲに規定する押抜きせん

断耐荷力を に併記した．その結果，道示Ⅲによ表－3

る押抜きせん断耐荷力 と土木学会式による押抜きPu
せん断耐荷力 を比較すると道示Ⅱ規定に動的影響Vpu

を考慮した ＝ ％が 倍， ＝ ％， ％K 20 2.27 K 30 40v v

の場合は，それぞれ ， 倍となり，土木学会2.10 1.95
式と大幅な差が生じた．

(3) 文献6)による押抜きせん断耐荷力

1)静荷重の場合

ここでは，主鉄筋が降伏する荷重付近の押抜きせ

ん断耐荷力を検討する．そこで，コンクリートのせ

ん断強度の影響とダウエル効果を考慮した押抜きせ

ん断破壊モデルを とする．また，押抜きせん断図－2

耐荷力 は式 として与える．なお，等価応力ブV (12)cp

ロック は，床版有効幅を あたりとして主鉄筋方a 1m
向 および配力筋方向 を式 より算出し，その平a a (7)X Y

均値 として式 に適用する．a (12)x

＝[ ｛ ｝V f 2(B+2a )a +2(A×a )cp cv0 x x x

+f{2(4C +2d +B)C +2(A+2d )C }]/ (12)t X d X d X γb
0.610 2f 0.688f' f' 80N/mmcv0 c c＝ ≦ ＝
/ 2f 0.269f' f' 80N/mmt c c＝ ≦ ＝２３

ここで， ， ：載荷版の主鉄筋，配力筋方向の辺A B
長（ ， ：主鉄筋（ ）と配力筋方向（ ）の等mm a a a） x X Y

X Y cv0価応力ブロックの大きさの平均（＝ ＋ / ，(a a ) 2 f）

：コンクリートのせん断強度（ ） ， ：コンクN/mm f2 6)
t

リート引張強度（ ） ， ：ダウエル効果の及N/mm C2 8)
X

（ ）（ ）， （ ）ぼす影響範囲 ＝ × / ：主鉄筋C' f f mm C' d'd yd y d X

と配力筋方向のかぶり の平均（＝ ＋ / ）(d' ) (d' d' ) 2Ｙ X Y

（ ， ：床版厚さ（ ， ：コンクリートの圧mm H mm f'） ） c

縮強度（ ）N/mm2

）図－2 降伏荷重付近の押抜きせん断力学モデル (静荷重

d daxθＡs

fcv0

ft

fcv0ft

a x

B
d d

d d

a x
B
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a x

Add dd2CX 2CX
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表－3 設計荷重P ･K と押抜きせん断耐荷力L(1+αI) α

（ ）図－3 降伏荷重付近の押抜きせん断力学モデル 走行荷重

静荷重の場合の主鉄筋が降伏する荷重付近の押抜

きせん断耐荷力を式 より算出した結果を に(12) 表－3

示す．その結果，設計活荷重 ･ と押抜きせんP KL(1+αI) α

断耐荷力 （式 ）を比較すると道示Ⅱ規定に動V (12)pu

， ，的影響を考慮した ＝ ％が 倍 ＝ ％K 20 2.29 K 30v v

％の場合は，それぞれ ， 倍となり，安全40 2.15 2.02
側となった．道示Ⅲによる押抜きせん断耐荷力と文

献 による押抜きせん断耐荷力は，ほぼ近似した結6)
果が得られた．

9)2)走行荷重の場合

走行荷重が作用する場合の弾性域の押抜きせん断

耐荷力は，コンクリートのせん断強度の影響による

押抜きせん断耐荷力式とダウエル効果の影響による

押抜きせん断耐荷力式を合計することによって得ら

れる．よって，降伏強度付近の押抜きせん断力学モ

(13)デルを に示し，押抜きせん断耐力式は，式図－3

として与えられる．

＝ ｛ ｝V [f 2(B+2a )a +2(A×a )cp cv0 x x x

+f 4C (2d +B)] (13)t X d｛ /γb
0.610 2f 0.688f' 80N/mmcv0 c＝ ≦
/ 2f 0.269f' 80N/mmt c＝ ≦２３

X d yd yC C' f /f＝ ･

走行荷重，すなわち輪荷重が走行することによっ

て発生する貫通ひび割れを考慮した 床版の引張主RC
鉄筋が降伏する荷重付近の押抜きせん断耐荷力を式

より算出した結果を に示す．この場合の設(13) 表－3

計活荷重と走行荷重によるひび割れ幅を考慮した押

抜きせん断耐荷力 を比較すると，道示Ⅱ規定の動Vpu

， ，的影響を考慮した ＝ ％が 倍 ＝ ％K 20 1.91 K 30v v

％の場合は，それぞれ ， 倍となった．静40 1.86 1.80
的押抜きせん断耐荷力と比較すると，走行荷重の場

v v合が道示Ⅱ規定の動的影響を考慮した ＝ ％K 20 K，

， ，＝ ％で 倍 ＝ ％の場合で 倍となり30 0.86 K 40 0.89v

平均で約 ％の低下がみられる．13
４．まとめ

①道示Ⅱの規定による活荷重曲げモーメントと使用

限界状態設計法による抵抗曲げモーメントを比較

K 20すると，道示Ⅱ規定に動的影響を考慮した ＝v

v v％の場合は 倍 ＝ ％の場合は 倍1.03 K 30 1.04 K， ，

＝ ％の場合は 倍となった．動的影響を示す40 1.07
段差量が大きくなる場合は，鉄筋量の割増しの他

に，床版厚の検討も必要となる．また，終局状態

における曲げ耐力の場合は使用鉄筋量 が支配的As

となるので，鉄筋量を多くすることにより終局曲

げ耐力も向上した．

②面外せん断力の照査については，押抜きせん断耐

荷力に土木学会式，道示Ⅲ，文献 に示す実験式6)
を基に算出した．土木学会式は，床版支間と辺長

を１：１とした場合は設計荷重の ～ 倍の押抜6 7
きせん断耐荷力となる．そこで，鉄筋量を幅 当1m
たりとして算出したが，その場合も設計活荷重の

3.8 3.9 2.0 2.3～ 倍となる また 道示Ⅲの場合は ～． ，

倍，文献 の場合は ～ 倍となり，道示Ⅲと6) 2.0 2.3
文献 の押抜きせん断耐荷力は近似した結果が得6)
られた．文献 は走行荷重による貫通ひび割れ幅9)
を考慮した押抜きせん断耐荷力であり，設計荷重

に対しては ～ 倍となった．1.80 1.91
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支間 床版厚 PL(1+αI)･Kα 主鉄筋 配力筋

L（ｃm） ｔ（cm） kN Aｓ（mm
2） A'ｓ（mm

2）

200 21 138.46 1588 1588 542.8 316.9 263.8

Kv＝20％未満 200 21 138.46 1588 1588 542.8 316.9 263.8

Kv＝20％～30％未満 200 21 149.70 1805 1805 571.3 321.8 278.2

Kv＝30％～40％未満 200 21 160.90 1986 1986 607.8 325.6 289.7
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